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Ｐ－２０－３ 

系統電圧潮流調整マニュアル 

 

このマニュアルは，「系統運用規程」のうち電圧調整，潮流調整および常時の系統構成の運用に関する具体的事

項を定めるものである。 

 

Ⅰ．一般事項 

 １．用語の定義 

（１）運用担当箇所   中央給電指令所（以下，「中給」という。）および支店電力部（統括）系統運用グル

ープ（以下,「系制」という。）をいう。 

（２）設備所管箇所   支店電力部（統括・地域）各設備所管グループ，ネットワークセンター設備所管課,

発電所所管箇所（火力発電所および原子力発電所の設備所管課），水力センター設備

所管課ならびに工事機関の工事所管課をいう。 

（３）電気所      発電所，変電所，開閉所および変換所等をいう。 

（４）小売電気事業者   一般の需要に応じた電気を供給する事業者（一般送配電事業，特定送配電事業お 

            よび発電事業に該当する部分を除く）をいう。 

（５）発電者      小売電気事業，一般送配電事業，特定送配電事業または自己等へ電気の供給の用に

供する電気（託送供給に係る電気に限る）を発電する者で当社以外の者をいう。 

（６）需要者      当社または契約者が小売電気事業または自己等へ電気の供給の用に供する電気を供給

する相手方となる者をいう。 

（７）特定需要家    需要者のうち当社から受電していて以下のいずれかの場合をいう。 

ａ．２２ｋＶ以上の送電線から直接受電している需要者 

             ｂ．２２ｋＶ以上の発電所または変電所から専用変圧器を経て受電している需要者 

 （８）契約者      当社と接続供給契約または振替供給契約を締結する小売電気事業者，一般送配電事 

             業者，特定送配電事業者または自己等への電気の供給を行う者をいう。 

 （９）発電契約者    当社と発電量調整供給契約を締結した者，および一般送配電事業の許可を受けてい 

             る発電事業者をいう。 

（１０）出力調整    有効電力の増加および抑制をいう。 

（１１）潮流調整    流通設備に流れる潮流を，運用容量の範囲内で，電力系統の安定性を確保できる適 

切な値に調整することをいう。 

 

 ２．目  的 

（１）配電用変電所の送り出し電圧および特定需要家への供給電圧を適正な値に維持する。 

（２）電力設備の運用限度を逸脱せず，機器が正常な機能を発揮できるように調整する。 

（３）電圧・無効電力調整設備および系統構成の適正な運用により，供給信頼度の維持ならびに送電損失の低減

を図る。 

 

３．運用目標電圧の設定  

運用担当箇所は，以下の項目を考慮して系統の運用目標電圧を設定する。 

① 系統構成，発電機の配置および調相設備の容量 

② 系統特性，負荷特性および電圧調整機器の性能 

③ 電力設備の許容電圧範囲 

④ 系統安定度を確保できる範囲 

⑤ 需要者に供給する電圧を許容変動内に維持できる範囲 

⑥ 系統の適正な無効電力バランスの維持 

⑦ 電力損失の軽減 
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４．調整の手段 

電力系統の電圧・無効電力潮流を監視し，需要の時間的変化の予測等により常に先行制御に努め，系統電

圧の維持を図る。 

なお，具体的調整は以下のとおりとする。 

① 発電機の励磁（進相，遅相）による無効電力の調整 

② 変圧器タップ変更による電圧の調整 

③ 調相設備（電力用コンデンサ〔以下，「ＳＣ」という。〕，分路リアクトル〔以下，「ＳｈＲ」という。〕

および静止型無効電力補償装置〔以下，「ＳＶＣ」という。〕等）による無効電力の調整 

④ 発電機運転台数の増減による無効電力の調整 

⑤ 系統構成の変更 

⑥ 供給信頼度を確保した上での送電線の停止 

 

５．業務の分担 

箇

所 
管理・運用範囲 業務項目 備 考 

工
務
部
系
統
運
用
グ
ル
ー
プ 

基幹系統（１８７ｋＶ以上

の電力系統）における以下

に関する事項 

① 電圧調整 

② 潮流調整 

③ 常時の系統構成 

 

 

ａ．代表監視点の決定 

ｂ．代表監視点の基準電圧の設定 

ｃ．変圧器使用タップの整定 

ｄ．電圧・無効電力調整設備の制御形態

の決定（ただし，電圧フリッカ対策用

ＳＶＣ，高調波対策用フィルタ等は除

く。） 

ｅ．発電機無効電力の上下限（ＯＥＬ，

ＵＥＬ等）整定の検討 

ｆ．発電機用系統安定化制御装置（以下，

「ＰＳＳ」という。）整定の検討 

ｇ．系統常開点の決定 

ｈ．運用資料の作成 

中給および関係する系制と協

議のうえ行う。 

中 
 

給 

同 上 ａ．代表監視点の運用目標電圧値の整定 

ｂ．電圧・無効電力調整設備の制御形態

および基準電圧値の整定（ただし，電

圧フリッカ対策用ＳＶＣ，高調波対策

用フィルタ等は除く。） 

ｃ．需要の変化および停電作業等に伴う

系統常開点の変更 

ｄ．電圧および潮流の監視・制御 

ｅ．運用実績の管理および報告 

工務部系統運用グループが定

める事項および運転実績記録

をもとに，日常の運用を行

う。 
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箇所 管理・運用範囲 業務項目 備 考 

系 
 

制 

二次系統（１１０ｋＶ以

下の電力系統）における

以下に関する事項および

配電母線の電圧調整に関

する事項 

① 電圧調整 

② 潮流調整 

③ 常時の系統構成 

 

ａ．代表監視点の決定 

ｂ．代表監視点の基準電圧の設定 

ｃ．代表監視点の運用目標電圧値の整定 

ｄ．変圧器使用タップの整定 

ｅ．電圧・無効電力調整設備の制御形態の

決定および基準電圧値の整定（ただし，

電圧フリッカ対策用ＳＶＣ・高調波対策

用フィルタ等は除く。） 

ｆ．系統常開点の決定 

ｇ．需要の変化および停電作業等に伴う系

統常開点の変更 

ｈ．電圧および潮流の監視・制御 

ｉ．運用実績の管理および報告 

ｊ．運用資料の作成 

支店配電部およびネットワー

クセンターの配電担当箇所の

定める整定電圧に基づき，配

電母線の電圧調整について日

常の運用および電圧実績管理

を行う。 

 

Ⅱ．電圧調整 

１． 系統電圧の調整 

（１）代表監視点の設定および連絡 

ａ．代表監視点の設定 

（ａ）配電母線および特定需要家への適正な供給電圧の保持ならびに電力設備の適正な運用を図るため，系

統の主要点に代表監視点を設け，電圧の管理，運用を行う。 

（ｂ）代表監視点の条件は，配電用変電所および特定需要家への供給電圧を左右する電気所母線あるいは連

系系統全体の電圧を左右する電気所母線で，電圧調整能力を保有し，かつ常時監視可能な母線とする。 

ｂ．代表監視点の連絡 

工務部系統運用グループおよび系制は，代表監視点を変更する場合，以下の関係箇所に連絡する。 

連 絡 元 連 絡 先 

工務部系統運用グループ  中給，系制および設備所管箇所 

系制  工務部系統運用グループ，中給および設備所管箇所 

 

（２）代表監視点の基準電圧の設定および連絡 

ａ．基準電圧の設定 

工務部系統運用グループおよび系制は，それぞれの常時系統における平常日の運用について以下の要領

で検討を行い，運用担当箇所と協議のうえ，代表監視点の重負荷時と軽負荷時の基準電圧を定める。 

（ａ）重負荷期の供給電圧保持の面から適切な指定月，指定時について検討する。 

（ｂ）上記の指定月以外に必要に応じ特殊日についての検討も加え，基準電圧の設定を補完する。 

（ｃ）常時系統以外に必要に応じ異常時系統についての検討も加え，基準電圧の設定を補完する。 

（ｄ）電力設備の増強等により電圧無効電力の諸元が変わる場合は，適宜，上記(ａ)，(ｂ)，(ｃ)について

検討する。 

（ｅ）設定にあたっては，以下の許容電圧を維持するとともに，発電機の無効電力調整許容範囲等の必要事

項については設備所管箇所と十分協議するほか，送電損失の最小化および供給信頼度の維持を考慮し，

系統常開点の変更等を含めて検討する。 

イ．配電用変圧器の調整幅を考慮した許容受電電圧 

口．特定需要家の許容供給電圧 

ハ．発電機等の電力機器の許容電圧 
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ｂ．基準電圧の連絡 

工務部系統運用グループおよび系制は，基準電圧に関する事項を以下の期日までに各々の運用担当箇所

に連絡する。 

     連絡期日および連絡箇所 

連 絡 元 連 絡 先 時  期 提   出   資   料 

系  制 

関係する他の系制 

 

工務部系統運用 

グループ 

２月２０日までに

次年度分を提出 

（ａ）代表監視点の基準電圧 

（ｂ）配電用変電所の受電電圧および特定需要家

の供給電圧の許容範囲 

（ｃ）基幹系電気所の１８７ｋＶ母線電圧の許容

範囲 

（ｄ）無効電力の需給バランス 

① 負荷の無効電力 

② 送電線，変圧器の無効電力損失 

③ 発電機および調相設備が発生または吸収

する無効電力 

④ 送電線充電容量 

（ｅ）変圧器使用タップおよびＬＲＴ（ＬＲＡ）

のタップ値 

（ｆ）電力潮流図 

工務部系統運

用グループ 
中 給 

３月２０日までに

次年度分を提出 

 

（３）代表監視点の運用目標電圧値の整定ならびに電圧・無効電力調整設備の運用の決定および制御形態の整定 

ａ．運用担当箇所は，工務部系統運用グループおよび系制から送付された基準電圧と日常の運転記録をもと

に，以下の事項を定める。 

（ａ）代表監視点の運用目標電圧値の整定 

代表監視点の各季節における平日および休日・祝日の各時間帯について運用目標電圧値を定める。 

（ｂ）電圧・無効電力調整設備の運用の決定 

代表監視点の運用目標電圧を維持するために，調整発電所の発電機および調相設備の無効電力の調整

基準，負荷時タップ切替変圧器（ＬＲＴ），負荷時電圧調整器（ＬＲＡ）の運転基準電圧値を定める。 

（ｃ）制御形態の整定 

各電圧・無効電力調整設備について，指令による操作を含めて，系統全体で協調のとれた制御形態を

整定する。 

また，電力制御システムによる自動制御を行っている場合は，その制御を行うための必要事項につい

て定める。 

 

ｂ．運用目標電圧値の整定および電圧・無効電力調整設備の運用に関する指令は，「系統電圧整定票」（様式

１および様式２）により，以下の経路で行う。 
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      (ａ)  中給の発行する系統電圧整定票（様式１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （ｂ）系制の発行する系統電圧整定票（様式２） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 低圧側が 66kV 以上の連絡用変圧器の送り出し電圧の調整に関する「系統電圧整定票」

については，工務部系統運用グループおよび中給にも写し1部を送付する。 

 

 

 

       凡例  

                ：整定担当箇所 

                ：系統電圧整定票発送ルート 

 

 

工務部 

系統運用グループ 

中  給 

 

系  制 

２部作成 設備所管箇所 

※ 

※ 

１部 

報  告 

指  令 

中  給 

5部作成 

工務部 

系統運用グループ 

火力発電所および原子力発電所 

の設備所管課 

 

系  制 

設備所管箇所 

1部 

1部 

１部 

報  

告 

２ 
 

部 

指  

令 

報  告 

指  令 
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（４）電圧・無効電力調整設備の諸定数の整定 

   ａ．電圧・無効電力調整設備の現地制御盤における制御諸定数の整定は，設備所管箇所が行う。ただし，

電力制御システムから制御する場合，制御諸定数の設定は中給，工務部系統運用グループおよび系制が

行う。 

ｂ．発電機の無効電力上下限（過励磁制限機能（ＯＥＬ），不足励磁制限機能（ＵＥＬ）等）の整定および

発電機用系統安定化制御装置（ＰＳＳ）の整定は，設備所管箇所が行う。ただし，整定にあたっては系

制および工務部系統運用グループと十分協議を行う。 

（５）代表監視点の運用目標電圧値および電圧・無効電力調整設備の整定変更 

中給および系制は，系統の電圧および電圧・無効電力調整設備の運転状況を監視し，あらかじめ整定した

運用目標電圧値ならびに電圧・無効電力調整設備の制御形態について，一時的に変更を必要とする場合，電

話（必要により系統電圧整定票）で変更を指令する。 

（６）異常時の対応 

ａ．電圧異常時の処置の基本的考え方 

運用担当箇所は，電力系統の系統電圧が異常低下または異常低下が予想される場合，系統電圧の安定性

を確保するため，発電者の発電機の無効電力調整，変電所等の電圧調整，系統切替，調相設備の運転およ

び需要の抑制または遮断により，系統電圧を目標とする電圧に回復することに努める。 

なお，処置にあたっては，発電者の無効電力調整等系統電圧の調整による対策を優先する。 

ｂ．電圧回復の処置 

（ａ）系統電圧の調整 

運用担当箇所は効果的な電圧低下防止対策を行うため，系統電圧の地域性ならびに制御機器の機能お

よび特性，調整可能量を考慮し，関係する電気所および発電者に対して電圧調整を指令する。 

また，電圧異常状態が継続する場合は，需要者に対しても協力を依頼する。 

指令を受けた関係する電気所および発電者は，発電機の無効電力調整および調相設備の運転について，

設備上可能な範囲で行う。 

（ｂ）需要の抑制または遮断の実施 

運用担当箇所は，系統電圧の調整による対策を行っても系統電圧が低下する場合あるいは系統電圧の

調整による対策を行うことができない場合には，需要者に対して需要の抑制または遮断を行う。 

なお，需要の抑制または遮断を行う場合は，社会的影響を考慮するとともに，全ての需要者を公平に

扱う。 

ｃ．電圧回復後の処置 

（ａ）平常運用への復帰の給電指令 

運用担当箇所は，電力系統の系統電圧の適正維持が可能となった後，給電指令を行った電気所，発電

者および需要者に対して平常運用への復帰を指令する。 

（ｂ）事後説明 

運用担当箇所は，該当する指令に対する処置の終了後，給電指令を行った電気所，発電者および需要

者に対して，電圧の状況および行った給電指令について，求めに応じて説明する。 
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２．配電母線電圧の調整 

（１）配電母線電圧の整定手続き 

ａ．整定値の決定 

支店配電部およびネットワークセンターの配電担当箇所は，配電母線電圧の整定値および電圧調整設備

の自動制御定数の整定値を決定する。 

ｂ．整定の依頼 

支店配電部およびネットワークセンターの配電担当箇所は，上記ａ．に基づき「配電母線電圧整定票」

（様式３）を発行し，当該配電母線を管轄する系制を経由し設備所管箇所に整定を依頼する。 

ｃ．整定の実施 

整定の実施は設備所管箇所が行う。整定作業終了後は，「配電母線電圧整定票」を上記ｂ．の経由箇所

を経由し発行元へ1部返送する。 

 

ｄ．整定票の経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）配電母線電圧整定の一時的変更 

配電母線の電圧が送り出し電圧の許容値を超過した場合または超過が予想される場合，電圧調整設備

の整定を一時的に変更して電圧を適正値に調整のうえ，支店配電部およびネットワークセンターの配電

担当箇所に連絡し，以後の対策について協議する。 

 

３．変圧器使用タップの整定 

（１）適用範囲 

発電機用変圧器，連絡用変圧器および配電用変圧器のうちタップを固定して使用する変圧器に適用するこ

ととし，主タップが複数の固定タップで補助タップが負荷時切替の変圧器を含める。ただし，発電機起動用

変圧器および工事用変圧器を除く。 

（２）整定範囲および整定担当箇所 

    整定範囲を甲・乙に区分し，その整定担当箇所を以下のとおり定める。 

区 分 範            囲 整定担当箇所 

甲 
 基幹系統に直接つながる発電機用変圧器および低圧側の電

圧が１８７ｋＶ以上の連絡用変圧器 
工務部系統運用グループ 

乙 
上記（１）の適用範囲の変圧器のうち，整定範囲の区分が甲以

外のもの 
系  制 

 

（３）整定の手続き 

ａ．使用タップ整定の要請 

新増設変圧器のタップを新たに整定する場合は，設備所管箇所が変圧器定数を添えて，整定担当箇所に

整定を要請する。この場合，整定担当箇所は使用タップの運用開始時期について設備所管箇所と事前に打

合せを行う。 

指令 

：配電母線電圧整定票発送ルート 

：配電母線電圧整定票返送ルート 

支店配電部およびネット

ワークセンターの配電担

当箇所 

 

系  制 

 
設備所管箇所 

1 部 

1 部 

1 部 

報告 

1 部 

報告 

凡例 
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ｂ．使用タップの決定 

整定担当箇所は，使用タップの決定にあたって以下の事項を考慮し，運用担当箇所および設備所管箇所

と協議を行う。 

（ａ）代表監視点の基準電圧および運用目標電圧の維持と協調 

（ｂ）発電機の無効電力調整範囲との協調および発電所所内電圧の保持 

（ｃ）配電用変圧器については，受電電圧と配電母線希望送り出し電圧との協調 

ｃ．整定票の経路 

整定の手続きは，「変圧器使用タップ整定票」（様式４）により以下の経路で行う。 

（ａ）甲整定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）乙整定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．整定の実施 

（ａ）変圧器使用タップ整定票に基づき設備所管箇所が行う。 

（ｂ）タップ整定の実施が停電作業扱いになる場合，甲整定は中給，乙整定は系制の給電指令により行う。 

（４）使用タップの一時的変更 

ａ．使用タップを緊急に変更する必要が生じた場合，運用担当箇所が整定担当箇所に代わって整定を変更す

ることができる。この場合，使用タップ変更作業終了後，すみやかに整定担当箇所に連絡する。     

ｂ．使用タップを一時的（１０日以内）に変更する場合，整定値を運転引継日誌または停電作業実施連絡

表等に明記することにより整定票の発行に代え，電話により前記の変圧器使用タップ整定票の発行経路

で手続きおよび実施報告を行うことができる。 

 

系  制 

２部作成 
設備所管箇所 

１部 

報  告 

指  令 

工務部系統運用グループ 

４部作成 
中  給 

系  制 設備所管箇所 

１部 

連  絡 

１部 

２ 
 

部 

報  告 

指  令 

報  告 

指  令 

：変圧器使用タップ整定票発送ルート 

凡例 

：整定担当箇所 
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Ⅲ．潮流調整 

 １．電力流通設備運用限度の設定 

   運用担当箇所は，送電線，変圧器等の電力流通設備の運用にあたって，以下の事項を考慮のうえ，それぞれ

の設備について運用限度を定める。 

（１）送電線 

ａ．導体の連続許容温度によって定まる連続容量 

ｂ．架空送電線の場合，導体の地上高（設備の実態について支店電力部（統括）送電グループ，送電運営グ

ループおよびネットワークセンター送電課と協議し，地上高確保のための運用限度を定める。） 

   ｃ．ライントラップ，断路器等の直列機器の許容電流 

   ｄ．並行２回線送電線で１回線停止した場合における残回線の過負荷解消時間を考慮した過負荷運用限度 

   ｅ．過負荷解消制御装置，過電流継電器等の整定値との協調 

（２）変圧器 

   ａ．変圧器の定格容量によって定まる連続容量 

   ｂ．電力ケーブル，断路器，変流器等の直列機器の許容電流 

   ｃ．複数バンク併用運転中に1バンク停止した場合における残バンクの過負荷運用限度 

   ｄ．過負荷解消制御装置，過電流継電器等の整定値との協調 

 

２．潮流監視・調整 

運用担当箇所は，各設備の潮流状況を監視し，運用限度を超過した場合または超過が予想される場合，関

係箇所と協議し必要な潮流調整を行う。 

（１）潮流調整にあたっての考慮事項  

潮流調整にあたっては下記の事項を考慮し，発電機の出力調整，系統切替（常開点の変更）または配電負

荷の切替等により適切に行う。 

   ａ．潮流調整の緊急度合い 

   ｂ．電圧状況 

   ｃ．操作に伴う停電の有無 

   ｄ．操作の容易さ 

   ｅ．他設備への過負荷波及の有無 

（２）発電機の出力調整を行う場合の留意事項 

ａ．対象は，過負荷の発生が予想される送電線とする。 

ｂ．地域間連系線については，電力広域的運営推進機関の送配電等業務指針の「連系線の混雑処理」によ 

る。 

ｃ．局地的な潮流調整については，当社が調整力として予め確保する発電機および当社からオンラインで調

整ができる発電機の出力の調整を行う。ただし，当社と発電者が予め合意した場合を除く。 

（３）流通設備の停電作業時等における発電者の出力調整 

流通設備の停電作業時等で発電者の出力調整が必要な場合は，前項の発電機にくわえて，当社からオンラ

インで調整ができない発電機についても，発電契約者間の公平性を確保しつつ，給電協定書，給電申合せ書

等に基づき，出力抑制による潮流軽減効果の高い発電機の出力調整を行う。 

（４）緊急の需要抑制または負荷遮断   

事故等により電力設備に過負荷が発生し，２．（２）の操作によっても過負荷解消が図れない場合，ある

いは設備保護や公衆災害防止のために２．（２）を操作する時間がない場合，緊急的に需要の抑制または遮

断を行う。 
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Ⅳ．系統構成の運用 

両端電源の系統を，常時片端電源で運用する場合は，必要な箇所で系統を開放して運用する。 

１．系統常開点 

（１）系統常開点の決定 

系統常開点は以下の事項を考慮し，関係箇所と協議のうえ，基幹系統については工務部系統運用グループ，

二次系統については系制が決定する。ただし，他支店からの供給も可能な電気所のある系統の常開点の場合

は，関係する系制と協議のうえ決定する。 

ａ．系統電圧の維持 

ｂ．送電線，変圧器の潮流限度 

ｃ．電力系統の短絡･地絡故障電流に対する遮断器の遮断容量および電力設備の電流耐量 

ｄ．発電機の安定度 

ｅ．平常時操作および事故時復旧操作の容易性 

ｆ．供給信頼度 

ｇ．送電損失の軽減 

ｈ．保護継電装置の運用 

ｉ．中性点接地装置の運用 

ｊ．通信線に対する誘導障害 

 （２）系統常開点の連絡 

工務部系統運用グループおよび系制は，系統常開点を変更または新たに設定する場合，以下の経路により

関係箇所に連絡する。 

ａ．基幹系統常開点 

 

 

 

 

 

ｂ．二次系統常開点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）系統常開点の一時的な変更 

中給および系制は，系統の電圧，潮流状況により一時的に系統常開点を変更する必要が生じた場合，給電

指令により変更することができる。 

変更期間が長期間にわたる場合は，必要に応じて工務部系統運用グループまたは系制に連絡し，以後の運

用について協議する。 

  

工務部系統運用グループ 中  給 

系  制 設備所管箇所 

系  制 工務部系統運用グループ 

中  給 

設備所管箇所 

関係する系制 

系制間にまたがる場合 
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Ⅴ．その他事項 

１．発電者および特定需要家の取扱い 

（１）電圧調整設備の運用および変圧器使用タップの選定 

 発電者および特定需要家の電圧調整設備の運用ならびに変圧器使用タップの選定については，このマニュ

アルの趣旨に沿って打合せのうえ，給電協定書，給電申合せ書等に定めて運用する。 

運用に関する打合せ箇所および手続きはこのマニュアルに準ずる。 

（２）力率改善用電力用コンデンサの開放 

系制は，年末年始，ゴールデンウィーク期間ならびに夜間および休日等の軽負荷時に系統電圧調整上必要

がある場合，需要者に対して対応可能な範囲で力率改善用電力用コンデンサの開放について協力を依頼する。 

  

２．運転実績の管理および報告 

（１）運転実績の管理 

運用担当箇所は，電圧および潮流の運用に関する日常の運転実績を記録し，各整定値が適正であることを

確認するとともに将来の変化を予測し，整定値の変更の必要性について検討する。 

（２）運転実績の報告 

電圧および潮流の運用管理ならびに運用計画に必要な記録を関係箇所に配布する。 

 

３．運用資料の作成 

   工務部系統運用グループおよび系制は，それぞれの運用資料を作成し，関係箇所に配布する。 

（１）発電機定数表 

（２）変圧器定数表 

（３）線路定数表 

（４）インピーダンスマップ 

（５）電圧・無効電力調整設備の制御形態および運転容量限度 
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様式１ 

 

 

Ｈ  Ｑ 工務部中央給電指令所 

指令長 所 長 担 当  

 

  平成  年  月  日 発  行 

  平成  年  月  日 整定指令 

整定完了   平成  年  月  日 

系 統 電 圧 整 定 票 

発行 工務部中央給電指令所 

整理番号 

代表監視点 

 

調整箇所名 
運用期間 

自 平成  年  月  日 

至 平成  年  月  日 

代 

表 

監 

視 

点 
 

電 

圧 

パ 

タ 
ー 
ン 

記 
 

事 

 

4 6 2 8 10 12 14 16 18 20 22 24 

ｋ Ｖ 

4 6 2 8 10 12 14 16 18 20 22 24 

ｋ Ｖ 

＜平日 目標電圧＞ 

＜休日 目標電圧＞ 

Ａ４判 
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様式２ 

        経由 

        経由 

        御中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｌ
Ｒ
Ｔ
・
Ｌ
Ｒ
Ａ 

 

 

 整理番号 

代表監視点

名 調整電気所

名 

関 係 箇 所 整 定 担 当 箇 所 

  担 当 

  平成  年  月  日 発  行 

  平成  年  月  日 整定指令 

整定完了 

      時 刻 

代表監視点の 

運用目標電圧 

（kＶ） 

  平成  年  月  日 

発
電
機
・
Ｓ
Ｃ
・
Ｓ
Ｈ
Ｒ 

記 

事 

平
日 

休
日 

系 統 電 圧 整 定 票 

 

 

整定予定日：平成  年  月  日 

  担 当 

設 備 所 管 箇 所 

   担 当 

23 1 2 22 21 20 18 17 16 15 14 13 12 11 19 10 9 8 7 6 5 4 3 

時刻 基準単

位 

制御形

態 

機器名 

   

23 1 2 22 21 20 18 17 16 15 14 13 12 11 19 10 9 8 7 6 5 4 3 

Ａ４判 

時 刻 
23 1 2 22 21 20 18 17 16 15 14 13 12 11 19 10 9 8 7 6 5 4 3 

 

送出電圧 

（kＶ） 

電圧継電器 

の整定電圧  

（kＶ） 

平
日 
休
日 

平
日 

休
日 

平
日 

休
日 

平
日 

休
日 

平
日 

休
日 

   

   

Ｌ
Ｄ
Ｃ
の
整
定 

送出電圧（kＶ） 
重負荷時 

軽負荷時 

 

送出電流(Ａ) 

 

重負荷時 

軽負荷時 

 

 

  

  

ＬＤＣの定数 抵抗分 

ﾘｱｸﾀﾝｽ分 

電圧継電器の 

定数 

ＰＴ比 

ＣＴ比 

電圧(kＶ) 

不感帯(％) 

無負荷時の送出電圧(kＶ)  

 

時 限(sec) 

電圧一定点迄の 

線路定数(Ω) 

抵抗分 

ﾘｱｸﾀﾝｽ分 

 

 

 

Ｐ
Ｃ
の
整
定 
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 様式３ 

電圧管理－１ 

配 電 母 線 電 圧 整 定 票 

経由 時 発 行 元 

経由 時 電気所名 

経由 御中 時 バンク名 

ＬＤＣ＋ＰＣ ・ ＬＤＣ ・ ＰＣ ・ 定電圧 

今回整定 前回整定 

（Ａ） 

（V） 

（Ω） 抵抗分 ( ) 

（ ＣOSθ ） リアクタンス ( ) 

（Ω） 不感帯幅 (％) 

（Ω） 動作時限 (秒) 

（Ｖ） (V) 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 

・送付順序   支店配電部およびＮＷＣ（注）の配電担当箇所 →支店電力部（統括・地域）およびＮＷＣ（経由） →支店電力部（統括・地域）および 
ＮＷＣ（経由） →支店配電部およびＮＷＣの配電担当箇所   （注） ＮＷＣ：ネットワークセンター 

センター 

前回整定 

  

  

 

デジタル型 ・ 静止型 

使用ＰＴ比 

使用ＣＴ比 

今回 

前回 

Ｌ 

Ｄ 

Ｃ 

の 

整 
定 

値 

今回整定 

  

 

 

 

 

整 
定 
担 
当 
箇 
所 

担   当     

発            行 

整  定  完  了 

設

7

保 

備

守 
所

担 
管 
箇 
所 

関 
係 
箇 
所 

 担   当    担   当 

 

 

 

 

 

 

記 
  
  
  
  
  
事 

 

 

 

  

時刻 

ＬＤＣ単独運転時無負荷送出電圧  
 

 

プ 

ロ 

コ 

ン 
整 

定 

値 

今回 

前回 

平成 

ＳＣの運転時間 

線路抵抗 

線路リアクタンス 

最大送出時の力率 

整  定  予  定 

 

年 月 日 

日 

平成 年 月 日 

年 月 

 

今回 

Ｌ  Ｄ  Ｃ 
の 定 数 

電圧継電 

器の定数 

重負荷時送出電流 

電圧一定点までの電圧降下 

近似インピーダンス 

 

前回 

 

電圧制御方式 

  

平成 

ＬＤＣ単独運転時基準電圧 

時間帯別基準電圧 

電圧調整器の整定電圧 

 

 

6.2  

6.3  

6.4  

6.5  

6.6  

6.7  

6.8  

6.9  

7.0  

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 

（ k Ｖ） 

（時） 

Ｐ

Ｃ 

送出電圧調整図 

0 

50 

100 

150 

200 

250 

300 

350 

400 

0 20 40 60 80 100 120 

（ V ） 

（％） 

Ｌ Ｄ

Ｃ 

電圧調整図 

6.2  

6.3  

6.4  

6.5  

6.6  

6.7  

6.8  

6.9  

7.0  

0 20 40 60 80 100 120 

（ k Ｖ

） 

（ ％

） 

Ｌ Ｄ

Ｃ 

単独送出電圧調整図 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

変 圧 器 使 用 タ ッ プ 整 定 票 

         経由 

         経由 

         御中 

発行元         

様式４ 

整 定 担 当 箇 所 

各 長 

 

発  行 

担 当 

関 係 箇 所 

整 定 予 定 

 設 備 所 管 箇 所 

整 定 完 了 

バンク名 

 

結線 

 

三相容量(MVA) 

Ｓ Ｐ Ｔ 

   
   

   平成     年    月    日     時 

   平成     年    月    日     時 

   平成     年    月    日     時 

関 係 箇 所 

各 長 担 当 各 長 担 当 各 長 担 当 

保有ﾀｯﾌﾟ(k V) 

Ｓ Ｐ Ｔ 

旧整定(k V) 新整定(k V) 
備    考 

相 別 

 

Ｓ Ｐ Ｔ Ｓ Ｐ Ｔ 

       

 
 

   
   

       

 
 

  
    

       

 
 

 

   
    

記 

事 

       

         経由 

整理番号         電気所名         

Ａ４判 

 

 

 

 

変圧器名 

（用途名） 

1
5
 

関 係 箇 所 

各 長 

 

担 当 

整理区分         


